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司法書士／駒澤大学  田沼 浩 

 

 [4] 比較検証 

（2）通産省案と文化庁案⑱ 

 「レーヒ・スミス米国特許法」におけるグレースピリオド制と先使用の拡大【3】 

米国特許法 102 条（b）新規性の例外 2 項では、次のようになっている。 

出願及び特許に現れる開示について、次の各号のいずれかに該当する場合は（a）2 項に

基づくクレームのある先行技術に該当しない。 

A 開示された主題が発明者もしくは共同発明者から直接または間接的に入手されたとき。 

B 開示された主題が、当該主題が（a）2 項に基づき有効に出願される前に、発明者もし

くは共同発明者自身から開示され、発明者もしくは共同発明者から直接または間接的に開

示された主題を入手した別の者によって公衆に開示されていたとき。 

C 開示された主題及びクレームを受けた発明が当該クレームを受けた発明の有効出願日

前に同一人によって所有（権利保有）されていたか、その者が譲渡義務を負っているとき。 

A 号について、米国特許法 102 条（b）新規性の例外 2 項は、「拡張された先願者の地位」

について定められている。先願している発明者が後願しても、それをもって新規性を喪失

することはない（102 条（a）2 号）。そして、A 号では、先願の主題が同一の後願者（発明

者や共同発明者）に直接・間接的に入手されたとしても、先願の新規性を喪失しないこと

が認められた。これは同一人による後願を排除することで、先願者の地位が拡大されたこ

とになる。これらは、日本の特許法 29 条の 2 と同趣旨で、発明者間または出願者間が同一

の先願後願間で、新規性を喪失させることなく先願の地位を守ることになる。 
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